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○ 記載手順については、この記載例で示している「平成30年分 所得税及び復興特別所得税の確定
申告の手引き 確定申告書B用」の該当ページを参照してください。 

  

◎ 申告書は複写式になっています。申告書第一表と第二表を折りたたんだまま記入せず、広げるか、中央のミシン線で切り離 

してから、黒いインクのボールペンで、強く記入します。 

◎ 2 枚目は複写式の控えになっていますが、取り外して使用しても差し支えありません。申告書を提出するときは、2枚目は 

取り外してください。 

 

● マス目に数字を記入する場合は、記入例①にならって、マス目の中に丁寧に記入してください。 

● 1 億円以上の金額がある場合は、記入例②にならって記入してください。 

● 訂正する場合は、記入例③にならって、訂正する文字を二重線で抹消し、上の欄などの余白に適宜記入してください。 

 

  

 

 

肉用牛の売却による事業（農業）所得の課税の特例の適用がある

方の場合 

国
税

○黒字の場合… 

100円未満の端数を

切り捨てた金額（黒

字の金額が 100 円

未満の場合は「０」）

を記入します。 

 

○赤字の場合… 

金額の頭に「△」又

は「－」をつけてそ

のままの金額を記

入します。 

手順１ 
７ページ 

参照 

手順２ 
８ページ 

参照 

手順３ 
１３ページ 

参照 

手順４ 
２１ページ 

参照 

手順５ 
２６ページ 

参照 
 

該当する事項が

ある方のみ記入

します。 

種類欄の該当す

る項目の文字を

○で囲みます。 

【第一表】 

明治・・「1」 

大正・・「2」 

昭和・・「3」 

平成・・「4」 

マイナンバー

（個人番号）を

記入する必要が

あります。 

 

手順５ 
２６ページ 

参照 
 

還付される税金

がある方のみ記

入します。 

http://www.nta.go.jp/taxes/shiraberu/shinkoku/tebiki/2018/index.htm
http://www.nta.go.jp/taxes/shiraberu/shinkoku/tebiki/2018/index.htm
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医療費控除は、 280,000 円－80,000 円－100,000 円（※）＝100,000 円 となります。 

（※）4,899,127 円（所得金額の合計）×0.05＝244,956 円 …（A） （A）＞100,000 円 

 

肉用牛の売却による事業（農業）所得の課税の特例の適用により、所得税の免税の対象となった所得金額については、

医療費控除等の計算等の基礎となる総所得金額から除かれるものではありませんのでご注意ください。 

手順６ 
２７ページ 

参照 

手順２ 
８ページ 

参照 

手順１ 
７ページ 

参照 

手順３ 
１３ページ 

参照 

事業専従者、同一生計配偶者や扶養親族などのマイナンバー（個人番号）も記入する必要があります。 

◎ 事業所得、不動産所得又は山林所得を生ずべき業務を行っている方は、総収入金額及び必要経費の内訳を記

載した「青色申告決算書」や「収支内訳書」を確定申告書と一緒に提出してください。 

【ご注意】 

【第二表】 

※ 記載例中における社会保険料の金額は、実際の金額とは異なります。 

免税特例適用条文の 
措法 25 を記入します。 
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【肉用牛の売却による所得の税額計算書】 

決算書へ転記 

計算書は国税庁ホームページに掲載しています 

http://www.nta.go.jp/taxes/shiraberu/shinkoku/yoshiki/02/01.htm
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※ この記載例における青色申告者の貸借対照表の掲載は省略しています。 

 

 

 

青色申告特別控除額について 

⑴ 65 万円の青色申告特別控除……不動産所得又は事業所得を生ずべき事業を営む青色申告者（現金主義の方

を除きます。）で、正規の簿記（一般的には複式簿記）の原則に従って記帳している方は、貸借対照表を損益

計算書とともに期限内に提出する確定申告書に添付する場合には、最高65万円を控除することができます。 

控除額は、この控除額を差し引き前の事業所得の黒字の金額と不動産所得の黒字の金額の合計額が、 

①65万円以下である場合は…これらの黒字の金額の合計額  

   ②65万円を超える場合は…65万円 

  ※ 事業として行われない不動産の貸付けによる不動産所得については、他に事業所得のある場合を除き、

65万円の青色申告特別控除は適用されません。 

⑵ 10 万円の青色申告特別控除……⑴の控除をうける青色申告者以外の青色申告者は、最高10万円を控除す

ることができます。 

控除額は、この控除額を差し引く前の事業所得の黒字の金額と不動産所得の黒字の金額、山林所得の黒字

の金額の合計額が、 

①10万円以下である場合は…これらの黒字の金額の合計額 

   ②10万円を超える場合は…10万円 

 

  

 

国
税

（参考）【青色申告決算書（農業所得用）】 

3 0 

31 2 18 

計算書から転記 


